様式第１号（第４条関係）
　　年　　月　　日

再生可能エネルギー発電事業計画に係る事前協議書
苫小牧市長　様
	住所
	

	氏名
	


	電話番号
	

	メールアドレス
	

	(法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名)



　　苫小牧市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１０条第１項の規定により、次の事業について関係書類を添えて届け出ます。
	事業の名称
	

	事業区域の所在地
	苫小牧市　　町　　丁目　　番　　号

	事業区域の面積
	
	ｍ２

	再生可能エネルギー発電設備の概要
	種別
	太陽光　・　風力

	
	規模
	低圧　・　高圧　・　特別高圧

	
	発電出力
	発電機器
	
	ｋＷ

	
	
	パワーコンディショナー
	
	ｋＷ

	
	年間発電電力量
	
	ｋＷｈ

	固定価格買取制度の該当
	ＦＩＴ
	ＦＩＰ
	該当なし

	自然環境等への配慮事項
	

	禁止区域の該当
	該当する　　・　　　該当しない

	工事着手予定日
	
	
	年
	
	月
	
	日

	工事完了予定日
	
	
	年
	
	月
	
	日

	その他（補足事項等）
	


添付資料
(1)　位置図
(2)　事業区域図
(3)　事業計画案に係る平面図
(4)　事業区域内の土地の公図
(5)　周辺関係者リスト
(6)　その他市長が必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　　）
様式第１号（第４条関係）記載例

令和●年●月●日
再生可能エネルギー発電事業計画に係る事前協議書押印不要

苫小牧市長　様・系統連系を伴う場合（FIT/FIP、オフサイトPPA等）は、接続検討申込書における「発電設備等設置者名又は発電者」を記載すること
・系統連系しない場合（自己所有、リース、オンサイトPPA等）は、事業形態等により個別に判断するため、事前相談の際に市へ相談すること

	住所
	苫小牧市旭町４丁目５番６号

	氏名
	株式会社●●
代表取締役　苫小牧　太郎

	電話番号
	●●●●－●●－●●●●

	メールアドレス
	●●＠xxxx.co.jp

	(法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名)


禁止区域に該当しないことを必ず確認すること（禁止区域に該当する場合は再エネ発電事業を行うことはできない）

　　苫小牧市自然環境等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例第１０条第１項の規定により、次の事業について関係書類を添えて届け出ます。低圧：50kW未満
高圧：50kW以上2,000kW未満
特別高圧：2,000kW以上
※発電機器とパワーコンディショナーの低い方を参照
注）

	事業の名称
	株式会社●●　沼ノ端太陽光発電所

	事業区域の所在地
	苫小牧市字沼ノ端●番地1～3
苫小牧市字勇払●番1,3,5・「町・丁目・番・号」の例によらない場合は適宜修正すること
・複数の地番にまたがる場合は、すべての地番を記載すること


	事業区域の面積
	17,000
	ｍ２

	再生可能エネルギー発電設備の概要
	種別
	太陽光　・　風力

	
	規模
	低圧　・　高圧　・　特別高圧

	
	発電出力
	発電機器
	2,000
	ｋＷ

	
	
	パワーコンディショナー
	1,990
	ｋＷ

	
	年間発電電力量
	3,000,000
	ｋＷｈ

	固定価格買取制度の該当
	ＦＩＴ
	ＦＩＰ
	該当なし

	自然環境等への配慮事項
	別紙のとおり

	禁止区域の該当
	該当する　　・　　　該当しない

	工事着手予定日
	令和
	8
	年
	4
	月
	1
	日

	工事完了予定日
	令和
	8
	年
	9
	月
	30
	日

	その他（補足事項等）
	特になし


添付資料添付資料については、ガイドライン付録「様式添付資料作成例」を確認すること
記載しきれない場合は「別紙のとおり」と記載し、説明資料を添付すること

(1)　位置図
(2)　事業区域図注）自然環境等への配慮事項について
「自然環境等」とは、「豊かな自然環境及び市民の安全で安心な生活環境」を意味している。伐採や土地の開発等の自然環境に直接関係する事項のほか、景観対策や住民への配慮等を含めた内容について、対策があれば記載すること。
欄内に記載しきれない場合は「別紙のとおり」と記載し、関係資料を添付すること。
シミュレーション未実施の場合は計画値を記載すること

(3)　事業計画案に係る平面図
(4)　事業区域内の土地の公図
(5)　周辺関係者リスト
(6)　その他市長が必要と認める書類（　　　　　　　　　　　　　　　）
